
第３５８回白石市議会定例会一般質問通告書

順位 質 問 者 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

1 ２番 １ 品目横断的経営安定対策への対応について 市 長
水 落 孝 子 農水省が10月27日に決めた「品目横断的経営安定

対策は、これまであった畑作物の品目ごとの価格安
定対策を廃止し、「担い手」のみを対象に絞って、
麦、大豆、てん菜、でん粉原料用バレイショを対象
品目とし、所得の減少に対する補てん＝直接支払を
19年産作物から行うというものです。この実施によ
り、食料、農業及び地域経済への影響は、大変大き
なものになると考えます。
そこで次の点についてお伺いします。

(1) 現在対象となる「担い手」は、個別経営特定農
業団体、同様の要件を満たす団体、それぞれど
れくらいあるのか。

(2) それぞれの特例の適用で、対象経営となる数は
どれくらいなのか。
・所得確保の場合の特例適用
・農地が少ない場合の特例適用
・生産調整組織の特例適用

(3) 白石市基本構想の目標所得はいくらか。もし、
見直し中であれば、いつ頃までに決まるのか。
額はどれくらいになる見通しなのか。

(4) 地域経済への影響をどう把握しておられるか。
(5) ＷＴＯ交渉が混迷している中で、地域内自給農

産物への志向を高めることなども考えられると
思うが、白石市独自の対策、方向性をどのよう
に考えておられるのか。

２ ＵＩＪターン支援情報サービスについて 市 長
城下町白石で田舎暮らしをしたい方向けの情報サ

ービスが始まったことは、大変喜ばしいとみており
ます。
そこで、この情報サービスから人口減への歯止め

、地域の活性化につながるような情報サービスの充
実に向けて、次の点についてお伺いします。
白石市の支援策があることで、魅力がでると考え

ますので、
(1) 新規転入者への住宅取得支援策
(2) 新規就農者への支援策
(3) 若者の定住への促進のための支援策
(4) 上記とは別に現在検討されている支援策につい

て

２ １３番 財政援助団体及び出資補助金交付団体等、市の関わ 市 長
沼 倉 啓 介 る団体への所管課の関わるあり方等（含む指導等）に

ついて

３ ３番 １ 「くらし日本一……」、「県内10市中１位」など 市 長
大 庭 康 一 とする市民への広報について

(1) 「くらし」とは何か。「日本一……」という言
葉は、市民にどのように認知され、受け入れら
れていると思うか。

（2) 市民１人当たりの税負担額約10万円（県内10市
中８位）、支出額約40万円（同１位）などと具
体的な市名を公表できないにもかかわらず、順
位にこだわる広報の意図するものは何か。

２ 公の責任で行うべき電子投票について 市 長
(1) 投開票のための機器や技術的な対応の大部分を 選挙管理委

民間企業に依存する現状は、公の責任を果たし 員会委員長
ていると認識しているのか。また、この制度が
他の自治体に普及、波及しないのは、いかなる
事由だと思うか。



（2) 候補者の得票をねつ造、改ざんできないシステ
ムを公が技術的に対応する能力を保持している
のか。

（3) 投開票事務のトラブルなどにより、選挙無効な
どの判断がなされたときの責任の所在はどこに
あるのか。

３ 通学児童生徒の安全策は考慮されるべきか。 教 育 長

４ ９番 １ 環境政策について 市 長
小 川 正 人 (1) クリーン作戦の規模と対象人員について

(2) 建設課や中学校との連携について
（3) これからの環境教育をどのように推進していく 教 育 長

のか。
２ 市道管理について 市 長
・市道の植樹管理を今後どのように進めていくのか
。

３ 電磁的記録式投票機による投票（電子投票）につ 市 長
いて
・電子投票の推進について

５ １８番 中山間地域の活性化を図るため、クラインガルテン 市 長
四 竈 英 夫 （滞在型市民農園）事業の取り組みをする考えがない

かお尋ねいたします。
過疎化・高齢化の進行する中山間地域の活性化と遊

休地の有効活用のため、クラインガルテン（滞在型市
民農園）事業が最近注目されています。近隣では、丸
森町が平成17年度から供用を開始し、好評を博してお
ります。中山間地域の多い当市においても、大変期待
の持てる事業と思われます。
よって、この事業に取り組むお考えがないかお尋ね

いたします。

６ １番 介護保険法等の改正後の状況の把握と平成18年度以 市 長
佐 藤 愿 降の事業計画について

本年６月22日、介護保険法等が改正されました。「
新予防給付」「ホテルコスト・食費の原則として全額
利用者負担」「地域支援事業の創設による国の負担減
、その分だけ介護保険料の値上げ」など、沢山の問題
点が指摘されているところであります。そこで、保険
者として今日の状況をどのように把握されているか、
また、来年４月１日から改正法に基づき、介護事業を
どのように計画、実施されていくのか。
これまでの検討状況についてお伺いいたします。
(1) まず、改正介護保険法等についての保険者とし

ての市長の見解を伺います。
(2) 10月１日からのホテルコスト・食費の原則全額

利用者負担の実態は、国の示した基準費用額に
照らして、どのような状況になっていますか。
入所者やデイサービス、ショートステイの利用
者や施設の声をどのように集めていますか。

（3) 「補足給付」がもれなく行われているかどうか
、市として確認していますか。

（4) 社会福祉法人による利用者負担の減免制度が見
直され、年収150万円以下にまで拡大される一
方、対象者の要件に⑤介護保険料を滞納してい
ないこと、などありますが、年金月額１万５千
円未満で保険料すら払えないのに、利用料を払
えるものでしょうか。

（5) 老健施設や療養型施設の利用者の約半数は、住
民票との関係で市民税、世帯非課税でないため
、負担増の影響は深刻です。実情を把握してい
ますか。

（6) 来年度から介護保険料の引き上げ見込額を試算
しましたか。

（7) 国の新２段階は「合計所得年間80万円以下」と



示していますが、これは生活保護基準を大きく
下回るものです。生活保護基準を勘案して、こ
れを96万円以下に拡大すべきではないですか。

（8) 新予防給付で国は約1,000億円、介護費用を減
額しようとしています。一方、厚生労働大臣は
、「必要な介護を受けられないということがあ
ってはならない」とも答弁しています。実際問
題として、利用者の要望、介護労働者の賃金等
を考慮した場合、予算の執行をどのように考え
ていますか。

（9) 「地域包括センター」の在り方をどう考えてい
ますか。

（10) 介護給付費を抑え、保険料の値上げ抑制のため
、国の負担の増額を求めると同時に、自治体と
して「介護予防」「健康づくり」に本格的に取
り組むべきだと思いますが、市長の見解を伺い
ます。

７ ４番 １ くらし日本一のまちづくりにつて 市 長
高 橋 鈍 斎 市長は、市のキャッチフレーズともいえる「くら

し日本一」について、前市長より引き続きそこまで
こだわるのはなぜか。

２ 市の財政とその現状について 市 長
（1) 市は、今後の財政に対するシミュレーションを

しているのか。
（2) 合併なき後の国の交付金減額について、国は先

に人口５万以下については減額すると言ってい
るが、再度市長の見解は。

（3) 学校の冬期間暖房使用を５度以下としているの 教 育 長
は、財政的状況によるものか。

３ 博物館建設に対する疑問点について 市 長
（1) 資料館がなぜ博物館になったのか。
（2) なぜ、白石市博物館建設構想委員会ができたの

か。
（3) 白石市博物館建設に関する署名活動を、市長は

どう受け止めているのか。
（4) 教育委員会は、既に市内の文化財の調査をして 市 長

おり、その結果についてと博物館とのかかわり 教 育 長
については、どのように考えているのか。

４ ポーチパーク駐車場の現状について 市 長
（1) ポーチパーク駐車場の標示がなく、市民がわか

りにくく、また、無断駐車も多く、利用できな
いのが現状、その対応策はどう考えるのか。

（2) この駐車場に隣接する家屋の新築工事後、駐車
場を利用することに支障を来たすことはないの
か。

８ ７番 １ 課題が山積している地方自治体の人材育成等につ 市 長
林 茂 いて

（1) 市職員の人材育成と登用の考え方について
①新しい時代の人材育成の重要性と課題につい
て、どのように考えているか。

②研修により人材育成を推進するとしても、普
段の職務に追われてなかなか参加できない現
実等、人材育成をめぐる諸問題をどのように
とらえているか。

③研修等により資格を取得しても、それが生か
されない人事もあると仄聞したが、人材登用
をどのように考えているか。

（2) 市職員の研修について
①今までの職員研修をどのように評価している
か。

②その評価を踏まえ、職員研修の成果と課題を
どのようにとらえているか。

③さらに実効性のある職員研修が望まれると思



うが、今後の職員研修の基本方針と具体的な
考え方は何か。

２ 青少年教育について 教 育 長
（1) 青少年の健全育成に向けて、どのように取り組

んでいるか。
（2) 関係団体、ボランティア団体等への活動支援は

あるのか。
（3) 青少年の健全育成を促進するために最も必要な

ことは何だと思うか。
３ 学校評議員の活動とその成果について 教 育 長
（1) 評議員の具体的活動内容は何か。
（2) 評議員から意見は出されているのか。意見に対

して、学校はどのように対応したのか。
（3) 地域の子どもたちのために、評議員の意見が反

映された事例はあるか。
（4) 評議員制度に対して、学校長等教職員はどのよ

うに評価しているのか。
（5) 評議員の人選や人選の方針、女性の就任割合等

、構成はどのようになっているか。

９ １１番 １ 公務員の賃金制度改革について 市 長
吉 田 貞 子 （1) 2006年４月から実施しようとする人事院勧告の

内容について
（2) 宮城県人事委員会は、県職員と民間の賃金格差

は０．４４％とわずかで、地域賃金を導入する
根拠はないとしているが、市長の見解

（3) 地域賃金導入により、歳出が削減したとしても
地方交付税も減少することになるが、交付税減
額の試算額

（4) 査定昇給の評価基準についての見解
（5) 客観的かつ公平・公正な評価基準の整備につい

ての見解
（6) 公務員の賃金削減が及ぼす地域と職員への影響

についての見解
２ 市民サービス向上のための職員の提案について 市 長
（1) 市長が実施した職員研修「市長と語ろう」の

・目的
・内容
・聴取した内容を、どのように施策に生かすの
か。

（2) １月から実施しようとしている職員提案制度導
入の
・経過
・目的
・内容
・各課の受け入れ体制について

３ いきいきプランについて 教 育 長
（1) 現在、幼稚園、小中学校で導入している市独自

のいきいきプランは、定着し効果の高い施策で
あるが、今後の見通しについて

（2) 各学校等からも要望事項はでているか。また、
教育委員会での議論はどうなのか。

（3) 目的の拡大の意向はあるか。
４ 給食センターの民間委託について 教 育 長
（1) 2007年をめどに民間委託を検討していたと聞く

が、１年早く進行している経過について
（2) 学校給食運営審議会での意見の内容
（3) 民間委託をしようとする根拠、メリット、デメ

リットについての見解
（4) 食の安全、市内材料供給の確保、食育教育、衛

生管理、栄養管理、食のアレルギーへの対応
（5) 施設等老朽化に伴い、修繕費等の増大につなが

らないか。
（6) 職員の処遇について




